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②将来なっていてほしい町のイメージ

本町が将来どのようなイメージの町になっていてほしいと思うかについてみると、
「高齢者や障がい者が安心して暮らせる福祉の充実した町」が57.9％ともっとも高
く、次いで「保健・医療が整ったいつまでも健康に暮らせる町」が47.6％となって
います。

住民の思い2

0 10 20 30 40 50 60（％）

不明・無回答

その他

協働や住民主体のまちづくりなどが活発な町

全国に誇れる特産品を産む農林業の町

芸術活動が盛んなアートの町

一人ひとりの人権が尊重される平等な町

様々なニーズに応えられる働く場のある町

学校教育や生涯学習など、
学びの環境が充実した町

観光やレクリエーションのために
多くの人が訪れる町

商業施設が多くあり、買い物に便利な町

自然・文化・歴史を守り、伝えていく町

防災・防犯体制が整った安全・安心な町

道路網や公共交通などの移動に便利な町

保育サービス等が整った
子育て環境が充実した町

将来にわたって健全な財政運営を行う町

保健・医療が整った
いつまでも健康に暮らせる町

高齢者や障がい者が安心して
暮らせる福祉の充実した町 57.9

47.6

28.1

26.6

22.9

21.1

14.8

14.4

13.0

12.5

10.0

8.4

6.5

4.7

1.7

0.3

2.3

誰もが健康で、安全に、
安心して暮らせる町に
なってほしい
との意見が多数

■問：本町が将来どのようなイメージの町になっていてほしいと思いますか。
（N=864)
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（２）まちづくり関連団体調査
■調査概要

項目 内容

調査対象者 本町内で活動している40団体（資料参照）

調査期間 平成28年８月15日（月）～平成28年８月26日（金）

調査方法 郵送及び手渡しによる配布・回収

回収数 40件中24件　60％

①活動推進の支障になっていること、困っていること

活動を推進するにあたって、支障になっていることや困っていることについてみる
と、「メンバー（人手）が不足している」が13件ともっとも多く、次いで「情報提
供が必要な人に対して、活動内容の周知ができていない」が９件となっています。

13

9

7

4

4

3

3

3

2

1

0

（N=24)
0 3 6 9 12 15（件）

不明・無回答

町の協力が得られない

町民等の理解や協力が得られない

その他

他の団体との連携が図れない

活動の場所の確保が難しい

特に困っていることはない

情報発信する場や機会が乏しい

活動資金が不足している

情報提供が必要な人に対して、
活動内容の周知ができていない

メンバー（人手）が不足している

人手不足や活動の
周知不足について課題に
感じている団体が多い
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②町の協働の取組についての満足度

町の団体への協働の取組（支援や協働事業など）についての満足度をみると、「満足」
「やや満足」がともに８件ともっとも多く、次いで「やや不満」が６件となっています。

③情報発信

活動情報をどのように発信しているかについてみると、「メンバーなどによる口コ
ミ」が12件ともっとも高く、次いで「町のホームページや広報紙」が11件となっ
ています。

住民の思い2

8

8

6

1

1

（N=24) 0 1 2 3 4 5 6 7 8 10 （件）

不明・無回答

不満

やや不満

やや満足

満足

町の協働の取組に
ついては、比較的
満足度が高い

12

11

9

7

6

5

2

（N=24) 0 2 4 6 8 10 12 15 （件）

不明・無回答

その他

団体のホームページ

情報誌等（イベントや広告掲載）

チラシやパンフレットの配布

町のホームページや広報紙

メンバーなどによる口コミ

情報周知については
町のホームページや広報紙、
メンバーなどによる口コミ

となっている
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④協働によるまちづくりに必要なこと

今後、多種多様な団体が連携・協働しながら、一丸となってまちづくりを進める
ためには、どのようなことが必要だと思うかについてみると、「団体同士が交流や情
報交換を行える体制づくりをする」が17件ともっとも多く、次いで「活動に関わる
人や団体を育成する」が12件となっています。

調査後の団体会議の意見まとめ
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町外からの受け入れについて
これまでの調査結果などを踏まえると「近所付き合いの良さ」「人があたたかい」など
の意見が共通していました。そうした中で、町外から転入された際の状況を聞くと、
○地域での役割（役員など）がすぐにできた
○地域の人があたたかい

という結果がでました。また、若い世代からは、
○松山市が近く、住むのにちょうど良い環境
○車などの移動手段に対する補助があれば良い

といった意見があり、こうした意見をまとめると本
町における強みは、これまでの調査結果の傾向を裏
付けるものとなっています。

17

12

9

8

5

2

2

0

0

2

（N=24) 0 5 10 15 20（件）

不明・無回答

その他

特にない

町民が団体の情報を容易に得られるようにする

団体や活動内容をもっとＰＲする

町と団体との協働事業をさらに充実させる

活動費や運営費等の資金的な
援助を行う

活動の拠点となる場を整備する

活動に関わる人や団体を育成する

団体同士が交流や情報交換を行える
体制づくりをする

団体同士が連携していくためには、
情報交換するなどの交流の場や、
交流できる体制づくりが必要との

声が多い
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（３）住民ワークショップ（ToBe　Café）
■実施概要

項目 内容

調査対象者 本町在住の住民

調査期間 平成28年９月～平成28年 10月

回数 全３回

本町が今よりも“もっといいまち”になるために必要だと思うこと＊抜粋

住民の思い2

本町をもっといいまちにするためにはどうすればよいのかを議論
カフェのような雰囲気で、自由に語り合いながら、本町がもっといいまちになるための
アイデアを出しあいました。
全３回の行程で、もっといいまちになるために
①本町に必要なこと
②みんなでできること
③住民提案プロジェクト
をテーマに実施しました。

自然活用

商業施設・
飲食店など

祭り・地域行事

家庭
（居場所づくり）ボランティア

世代間交流

地域連携

世代をつなぐ
仲介役

若い人対象
（流出防止）

町外へのPR
（認知度UP）

交通

伝統産業
（強化）
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（１）本町を取り巻く現状分析
本町の現況については、本町の特性を活かすべき「強み」や「機会」、克服すべき「弱み」

や「脅威」といった視点から把握することが重要です。ＳＷＯＴ分析※の手法を用いて以下
のとおり整理し、これからのまちづくりについての課題を明確にしました。

■ＳＷＯＴ分析

内
部
環
境

強み （Strength） 弱み （Weakness）

● 山、川などの自然や文化に恵まれた地勢
●「砥部焼」発祥の地
● 南予・高知方面への交通の要所
● �県立とべ動物園や県総合運動公園、
　 えひめこどもの城など、多種多様な資源
● 北部地域の工場地帯、物流センターなど
● 県下唯一のデザイン専門の高等学校
● 地域でのつながりの強さ

● 県下で２番目に低い合計特殊出生率
● 人口減少・少子高齢化の進行
● 雇用の場が限られ、若者が定着できない
● 大学などへの進学時の人口流出が多い
● 総合的な情報発信力が弱い
● 公共交通の利便性が不足
● 地域活動への参加意思の低さ

外
部
環
境

機会 （Opportunity） 脅威 （Threat）

● 地方の魅力の再評価
● 価値観の多様化
● 地域ブランドの設定
● 2017年に開催されたえひめ国体
● �大震災の発生による、安全・安心、地域の
つながり意識の高まり

● �晩婚化・未婚化・少子化による人口減少
社会の到来

● 長期に継続する全国的な雇用不安
● 他都道府県、他市町村への人口流出
● 全国で展開されている『地方創生』の影響

ＳＷＯＴ分析からみえるまちづくりの重点課題

①少子高齢化による人口減少対策
②協働によるまちづくり
③安定的な行財政運営

住
民
の
思
い
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　現状分析まとめ3

※ＳＷＯＴ分析：�外部環境や内部環境を強み(Strength)、弱み(Weakness)、機会 (Opportunity)、脅威 (Threat) の 4つのカテゴリーで要因
分析し、事業環境変化に対応した計画を策定するための方法の一つ。
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（２）まちづくりの重点課題
①少子高齢化による人口減少対策

全国的な少子高齢化が進む中、本町の人口も年々減少しています。本町は、県都
松山市に隣接しており、ベッドタウンとして社会増が期待できる一方で、近隣市町
へ転出する脅威もあります。また、高齢化の進行による自然減少も続いており、産
業における後継者問題、耕作放棄地問題及び空き家問題など、取り組むべき課題が
多様化してきています。
今後の人口減少の克服に向けて、平成27年度に策定した「砥部町人口ビジョン」、

「砥部町総合戦略」を推進することで、「住みやすい、住んでよかった」と思えるま
ちを目指します。
また、住民には本町への愛着と誇り（シビックプライド）を醸成し、町外には、本
町の魅力を発信し、本町へ来訪してもらうことが重要です。

②協働によるまちづくり

めまぐるしく変化する社会情勢の中で、多様化・高度化する住民ニーズに対応す
るとともに、本町の特性を活かした自立的なまりづくりを展開するには、行政だけで
なく、地域の担い手である住民や事業者などが、協調及び協働することで、パートナー
としての関係を築き、それぞれの役割を担っていくことが必要です。
本町は、行政とまちづくりに関連する団体との情報共有や相談ができる基盤があ

り、こうした状況は、今後のまちづくりに大きな強みとなります。今後、人口減少が
進行すると予測されている中、強みである地域住民同士のつながりを強化し、協働
によるまちづくりが重要となります。

③安定的な行財政運営

本町は実質公債費比率や経常収支比率などの基準から判断すると、愛媛県内でも
比較的良好な財政運営状況となっています。今後、人口減少を背景として税収の減
少を見据え、限られた財源の中で、効率的かつ実効性のある行財政運営を推進する
ためには、財源の確保や事業の取捨選択、業務の効率化など、持続可能な行財政運
営に向けて、さらなる基盤強化を図ることが求められています。

現状分析まとめ3


